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令和 4年度みえ安心おもてなし施設認証制度運営事業業務委託仕様書 

 

 

１ 事業目的 

 安心して飲食店及び観光施設など（※１）を利用できる環境づくりを進めるため、「みえ

安心おもてなし施設認証制度」（以下「認証制度」という。）を運用し、経済の再生につなげ

ることを目的とする。 

 

２ 契約期間 令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 

 

３ 事業内容 

（１）事業運営について 

 ① 事業の周知 

   認証制度に対する理解や認証の申請及び認証施設の利用が進むよう、上半期を中心

に事業の周知を図ること。 

 ② 問い合わせ窓口の設置 

   申請等に係る各種質疑に対応するための専用電話窓口を設置し、問い合わせに対応

すること。 

③ 飲食店及び観光施設などからの申請受付業務 

郵送及び専用ホームページからの申請について受付対応すること。 

④ 申請内容の確認、現地調査及び改善のため助言 

   受付を行った申請内容を確認後、申請者と調整のうえ、県の認証基準に適合している

かどうかを現地調査すること。認証基準を満たしていれば、認証ステッカーを交付する

とともに、認証基準を満たしていない場合は認証に向けて必要な助言等の支援を行う

こと。 

なお、⑩の「認証施設の履行状況の確認」と合わせて、現地での確認は４，０００件

程度を見込む。 

 ⑤ 飲食店におけるワクチン・検査パッケージ（※２）の登録受付、案内 

   飲食店からのワクチン・検査パッケージの申請があった場合には、登録申請の受付と

登録ステッカーの送付を行うこと。また、飲食店に認証ステッカーを交付する際にワク

チン・検査パッケージの案内を行うこと（なお、令和４年度のワクチン・検査パッケー

ジの登録は１，０００件程度が想定される）。 

⑥ 事務マニュアルの作成及びスタッフ研修 

問い合わせや現地確認などに対する事務マニュアルや回答マニュアルを作成すると

ともに、必要に応じてスタッフへの研修を行うこと。 
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⑦ 調査結果の報告 

   現地調査の結果を書面にて県に報告すること。 

⑧ 認証決定の通知等 

   申請者に対し、認証決定通知又は不認定通知を発送すること。 

⑨ 認証ステッカー及びワクチン・検査パッケージステッカーの作成 

   県が交付するデータをもとに、印刷前の色調等の確認を行い、作成するものとする。 

⑩ 認証施設の履行状況の確認 

   認証された施設において、認証基準が遵守されているか現地確認を行い、その状況を

報告すること。また、認証基準に基づく対策が適切になされていない旨の通報等があっ

た場合にも同様の対応を行うこと。なお、履行状況の確認は、各認証施設の営業時間に

行うなど履行確認の効果が大きくなるように行うこと。 

⑪ 申請状況、事業実績等の定期的な報告 

   申請状況等について、１週間に 1回程度、県に報告すること。 

⑫ その他、本業務を遂行するために必要な業務 

 

（２）管理運営業務 

① 本事業の適切な管理・運営 

② 県への定期的な状況報告（（１）⑪の項目を含む） 

③ 県との綿密な連絡・調整及び県の要請に対する速やかな対応 

 

（３）その他 

その他、本事業の実施に当たり必要となる一切の業務 

 

４ 委託経費及び支払条件等 

（１）委託費は、委託業務が完了し、履行確認が行われた後に支払うものとする。 

（２）本業務の遂行上、必要がある場合には、受託者は概算払を請求することができる。 

（３）受託者が、委託契約の内容又はこれに付した条件に違反した場合は、契約の一部又は

全部を解除し、委託費の支払い停止若しくはすでに支払った委託費の額の一部又は全

部を県に返還する。また、上記により契約を解除した場合には、損害賠償又は違約金を

求める場合がある。 

 

５ 実績報告書等の提出 

本業務が完了した時は、業務の成果をとりまとめた事業実績報告書に所要経費の根拠

となる資料を添付し、県に提出すること。事業実績報告書の様式については、県と協議の

うえ決定するものとし、その他関係資料の提出を求める場合がある。 
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６ その他業務実施上の条件 

（１）障がいを理由とする差別の解消の推進 

受託者は、業務を実施するにあたり、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法

律を遵守するとともに、同法第７条第２項（合理的配慮の提供義務）に準じ適切に対応

するものとする。 

（２）その他関係法令の順守 

   受託者は、その他関係法令を遵守すること。 

（３）業務の一括再委託の禁止 

受託者は、県の承認を得ないで委託事業の全部又は一部を第三者に委託してはなら

ない。ただし、あらかじめ再委託の相手方の住所、氏名、再委託を行う業務の範囲、再

委託の必要性及び再委託の金額等について記載した書面を県に提出し、県の承認を得

た場合はこの限りではない。再委託の内容を変更しようとするときも同様とする。 

（４）個人情報の保護 

受託者が本事業を行うにあたって個人情報を取り扱う場合には、別記「個人情報の取

扱いに関する特記事項」に基づき、その取扱いに十分留意し、漏えい、滅失及びき損の

防止、その他個人情報の保護に努めること。 

（５）守秘義務 

受託者は、本業務を行うにあたり、業務上知り得た秘密を他に漏らし、または自己の

利益のために利用することはできない。また、委託業務終了後も同様とする。 

（６）成果物の所有権 

本業務により発生した成果物の所有権は、引き渡しが完了したときに三重県に移転

するものとし、成果物のうち新規に発生した著作物の著作権（著作権法第２１条から第 

２８条までに規定する権利で、第２７条及び第２８条に定める権利を含む。以下「著作

権」という。）及び成果物のうち委託者又は受託者が受託業務の従前から著作権を有す

る著作物の翻案等により発生した二次的著作物の著作権は、委託料の支払いが完了し

たときをもって三重県に譲渡されるものとする。また、受託者は著作権を譲渡した著作

物に関して、著作人格権を行使しないものとする。 

（７）業務の人員配置 

県と受託者は、業務の増減により提出した提案書に示された作業従事者の人員配置

に過不足がある場合は、事前に協議するものとする。申請が急増した場合の態勢にも留

意すること。 

なお、提案書と異なる配置となった場合は、相当額を精査し、最終的に変更契約を行

うものとする。 

 

７ 暴力団等排除措置要綱による契約の解除 

契約締結権者は、受注者が「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置
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要綱」第３条又は第４条の規定により、「三重県物件関係落札資格停止要綱」に基づく

落札資格停止措置を受けたときは、契約を解除することができるものとする。 

 

８ 不当介入に係る通報等の義務及び義務を怠った場合の措置 

（１）受注者が契約の履行にあたって暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等による不

当介入を受けたときは、次の義務を負うものとする。 

①断固として不当介入を拒否すること。 

②警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。 

③発注所属に報告すること。 

④契約の履行において、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等による不当介入を受

けたことにより工程、納期等に遅れが生じる等の被害が生じるおそれがある場合は、発

注所属と協議を行うこと。 

（２）契約締結権者は、受注者が（１）②又は③の義務を怠ったときは、「三重県の締結す

る物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」第７条の規定により「三重県物件関係落

札資格停止要綱」に基づく落札資格停止等の措置を講じる。 

 

 

（※１）観光施設など 

観光施設、宿泊施設、体験事業及び土産物店。 

（※２）飲食店におけるワクチン・検査パッケージ 

    飲食店の所在地が緊急事態宣言措置区域やまん延防止等重点措置区域とされた場

合においても、利用者のワクチン接種歴又は検査結果の陰性のいずれかの確認を行

うことで同一グループの同一テーブルでの５人以上の会食を行うことなどができる

制度。ただし、感染が急拡大し、医療提供体制のひっ迫が見込まれる場合等において

は本制度が適用されない場合がある。詳細は下記 URL を参照。 

     <https://mieria.kankomie.or.jp/news/detail_24.html> 


